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平成１８年３月６日(１) 

開議 １０時４６分 

○議長 神﨑光昭君  

 おはようございます。 

只今の出席議員は１５名で定足数に達していますので、平成１８年第１回豊前市議会定例

会を開会し、本日の会議を開きます。 

 日程第１ 会期決定の件を議題といたします 

お諮りいたします。 

 本定例会の会期は、議会運営委員会で協議の結果、お手元に配布のとおり、本日 3月６

日から 3月２３日までの１８日間といたしたいと思います。これにご異議ございませんか。 

(「異議なし」の声あり) 

異議なしと認めます。よって、会期は１８日間と決定いたしました。 

 日程第２ 会議録署名議員の指名を行います。会議録署名議員は、会議規則第８０条の

規定により、議長において、４番爪丸裕和議員、１５番岡田義則議員を指名いたします。 

 日程第３ 諸般の報告をいたします。監査委員から、平成１７年１１月から、平成１８

年１月までの出納例月検査の報告がありました。各報告については事務局に保管していま

すので、ご了承願います。 

 日程第４ 議案第１号から議案第２８号及び報告第１号を一括議題といたします。 

提案理由の説明を求めます。市長。 

○市長 釜井健介君 

 本日ここに、平成１８年第１回豊前市議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位

には、公私ご多用のところご臨席を賜り、誠にありがとうございます。厚くお礼申し上げ

ます。 

本議会は、平成１８年度の市政運営の基本となる当初予算をはじめ、多くの重要案件に

ついて、ご審議をお願いするものでありますが、議案の説明に先立ちまして、今後の行政

課題等市政に関する私の所信の一端を申し述べ、議員並びに市民の皆様方のご理解と、一

層のご協力を賜りたいと存じます。 

 国内では、昨年末の耐震偽装発覚、年初めのライブドア事件など、憂慮すべき事件、事

故が続いております。一連の事件・事故は、我が国の制度の根幹にかかわるものとも言え、

今後とも推移を注意深く見守っていきたいと考えております。ただ、ライブドア事件を契

機に、勝ち組、負け組という仕分けをする社会に対しての反省の機運が生まれつつあるこ

とは歓迎すべきことであります。私は、市報新年号におきまして、市民の皆様にこの勝ち

負け社会は、この国の社会の伝統にそぐうものではなく、豊前市政は、決してそのような

考え方に組せず、市民全体の幸福を求め続けることをお約束しましたが、そのお約束を再

度この場で確認させて頂きたいと存じます。 
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 さて、政府は、去る１月、構造改革と経済財政の中期展望、２００５年度改定を閣議決

定いたしました。その基となる経済財政運営と構造改革に関する基本方針、２００５を含

めて一貫した考えは、官から民へ、国から地方への改革を加速し、民需主導の持続的な経

済成長の実現を目指そうとするものであります。地方分権の時代においては、当然の原理

と言えますが、具体論として進められている三位一体の改革では、平成１８年度までの改

革として、４兆７０００億円の国庫補助負担金改革、３兆円の税源移譲、５兆１０００億

円の地方交付税改革が達成されました。この国庫補助負担金改革を踏まえ、平成１９年度

には、所得税から個人住民税へ、3 兆円の本格的な税源移譲が恒久措置として行われます

が、小規模自治体ほど財政運営は困難が予想されるなど、過去にない厳しい局面を迎えて

おります。 

当市におきましても、極めて厳しい経済情勢に加え、急激な改革や変化の波が押し寄せ

るなど、まさに大きな時代の転換期を迎えております。これからの時代は、自治体として

の力量が試される時代であり、地域自らの責任に基づく選択や行動が、将来の発展にとっ

て非常に重要となってまいります。 

今一度、私に与えられた使命と責任の重大さをかみしめ、時代の変化を的確に捉え、行

財政改革を断行するとともに、市民の皆様と一緒に知恵を出し、元気を出して汗をかきな

がら、まちづくりを推進してまいりたいと考えております。私は、こうした基本認識に立

ち、本年度の市政推進の主要課題として、次の課題を掲げ積極的な取り組みを進めてまい

ります。 

１点目は、行財政改革の推進であります。昨年３月に示された総務省の地方公共団体に

おける行政改革の推進のための新たな指針を踏まえ、この度、平成１７年度から平成２１

年度までの豊前市行政改革大綱及び豊前市集中改革プランを策定いたしました。 

その中心となります定員管理の適正化に当たっては、職員数２６０人を、平成２２年度

当初までに３５人削減して２２５名とするものであります。また、民間委託等の推進、指

定管理者制度や、ＰＦＩ手法等の活用、職員給与の適正化、行政改革に伴う財政効果等、

あらゆる角度から、簡素で効率的な行政運営のあり方を、数値目標で示した集中改革プラ

ンの公表を行ない、行財政改革を積極的に進めてまいります。今後は、この計画を最重要

課題に位置付け、自立・持続可能な行財政運営の確立と、更なる市民福祉の増進、市民サ

ービスの向上に取り組んでまいります。 

２点目は、企業誘致と人口増対策であります。ダイハツ中津工場の４０万台体制への移

行など、北部九州自動車生産１００万台構想は、今年度中にも実現され、私たちの地域は、

自動車生産の世界的な拠点として、益々発展することは明らかであります。企業の進出立

地意欲は、大変に強いものがあると考えられます。豊前市におきましても、立地のための

諸条件を整備し、私自身が先頭に立って、積極的に関連企業の誘致を進めてまいりたいと

存じます。 
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また、ご承知のように先般、東九州自動車道の着工が決定されました。3 月１６日の新

北九州空港の開港とあわせますと、今後、この地域の交通インフラは格段に改善をされて

まいります。市内黒土に、インターチェンジが設置されることもご案内のとおりでありま

すが、自動車道開通の折には、交通の要所として、流通産業を含めた企業立地の可能性が

飛躍的に高まると考えられます。こうした将来を見込んだ施策を今後展開し、立地意欲を

受け止めることができるよう準備を進めたいと考えております。 

 次に、昨年実施されました国勢調査によりますと、全国２２１７市町村のうち、実に７

割強の１６０５市町村で、人口が減尐していることが確認されました。尐子・高齢化社会

は、予想を超えた速度で到来しつつあります。１００万人以上の大都市は、軒並み人口増

を果たしているという現実の中で、本市規模の都市の人口減尐問題は、今後、我が国の大

きな問題となってくるものと考えております。しかしながら、この問題に手をこまねいて

いるわけにはまいりません。既に述べました企業誘致により、まず雇用の拡大、住環境整

備などの定住化政策を具体的に採用し、減尐傾向に歯止めをかけていきたいと考えており

ます。 

３点目は、市町村合併であります。平成１７年度には、築上郡内に２つの新しい自治体

が誕生いたしました。上毛町と築上町の２町の誕生をお祝いをし、今後の発展を心からお

祈りする次第であります。豊前市は、当初より豊築は１つの理念のもと、全体の融合を目

指してまいりました。今般の２町の誕生は、郡内全体の融合の大きなステップであると考

えております。ご承知のように現在、吉富町との間で勉強会を開催しておりますが、今後

福岡県とも密接な連絡を取りながら、豊築３つ目のブロック形成を目指してまいります。 

議員各位におかれましては、格段のご協力を特にお願い申し上げます。 

４点目は、高校跡地問題であります。築上中部高校及び築上北高校跡地の利用につきま

しては、去る１月、跡地利用審議会より答申を頂きました。概要は、築上中部高校につい

ては、中学校再編に伴う統合中学校用地として保有、築上北高校については、市街地活性

化計画に編入し、まちづくり市街地ゾーンとして利用というものでございます。本答申を

ベースとして、今後、具体的なプランを策定してまいります。 

また、青豊高校は、教職員、生徒のご努力のお蔭をもちまして、地域社会と良好な関係

を構築しつつあります。豊前市唯一の高校として、地域社会全体でバックアップできるよ

う関係部署を督励してまいります。 

冒頭にも述べましたことも含めまして、これからの地域づくりの根幹は、人づくりであ

るとの思いが大変強くあります。先日、終了しましたトリノオリンピックの開会式に、オ

ノヨーコさんが出場し、平和を創造しなさい、というメッセージを表しました。そのメッ

セージは、世界中の人々の感動を呼びましたが、人づくりの根本は、このように多くのこ

とを想像できる人を育てていくことと考えます。教育や文化関連の諸施策は、これまでの

事業の継続と発展を基礎に、人づくりのために所要と考えられる事業を積極的に推進して
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まいります。 

次に、今年度の主要な施策について申し上げます。 まず、安全・安心のまちづくりに

ついてであります。昨年の福岡西方沖地震をはじめ、地震災害や度重なる台風の上陸によ

る風水害などの災害が相次いで発生しております。また、毎日のように凶悪事件が発生す

るなど、今日では、かつてないほど安全・安心の確保が、市民の皆様の生活を支える基本

となり、なお取り組んでいかなければならない課題となっております。対策として、最近

頻繁に発生しております水害につきましては、浸水被害の防止や軽減を図るために、排水

路整備事業を進めてまいります。特に、能徳工業団地入り口の排水対策につきましては、

万全を期してまいります。 

また、砂防事業、急傾斜地崩壊防止事業を県と連携のもと引き続き実施をしてまいりま

す。更に、溜池の多面的機能の活用から、改修・浚渫工事を計画的に進め、調整能力を高

めるとともに、浸水が恒常的に発生する地域の実態調査を行い、抜本的な対策を講じてま

いります。 

次に、全国で相次いでいる子どもが被害に合う犯罪が発生いたしております。このよう

なことから、学校等における安全管理の重要性が高まる中、安全マップの作成や、パトロ

ール等、今後とも、学校・家庭・地域が一体となって、子どもの安全を守る活動を一層推

進してまいります。 

次に、昨年１０月に市内でおきました交通死亡事故をきっかけに、普通救命講習の受講

を全職員に義務付けることといたしました。市職員が率先して、救命救急法を取得するこ

とによって、命の大切さや市民啓発につながればと思っております。また、心臓に電気シ

ョックを与えて正常な状態に戻す自動体外式除細動器ＡＥＤの使用が、一定の条件の下で

一般の人にも認められたことから、学校や公共施設へ設置してまいります。 

 次に、福祉の充実について申し上げます。誰もが住みなれた地域の中で、健康でいきい

きと暮らしながら、ともに参画をし、支えあい、生きがいを持って暮らすことができるま

ちづくりを進めてまいります。 

障害者福祉につきましては、身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法に

基づく、障害者の各種サービスを一元的に規定する障害者自立支援法が制定され、４月よ

り実施されます。利用される方が、身近な場所で良質なサービスが受けられるよう努めて

まいります。また、障害者福祉計画の見直しを行い、長期的展望に立った施策の充実を図

ってまいります。 

高齢者福祉につきましては、介護保険制度が大きく見直され、今年度より実施されます。

今回の見直しは、制度の持続可能性を高めることを柱として、予防重視型システムへの転

換、地域密着型サービスなどの確立、保険者の権限強化が盛り込まれております。 

高齢者福祉の面では、地域の連帯、支え合いがより強く求められる中、介護保険法の改正

による変化に的確に対応してまいります。 
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児童福祉につきましては、近年の多様な保育ニーズに対応するため、引き続き公立保育

所と民間保育所が協力をし、より充実した保育を目指してまいります。 

放課後児童対策につきましては、新たに、千束小学校区に放課後児童クラブを開設する

とともに、角田放課後児童クラブの開設の準備を進めてまいります。 

児童手当につきましては、対象をこれまでの小学校３年生から、６学年終了まで拡大し

てまいります。また、母子家庭の母の就労等による自立支援対策として、今年度より高等

職業訓練給付金事業を推進してまいります。 

次に、産業農業振興について申し上げます。まず、農業につきましては、生産基盤の整

備として、ほ場整備事業を引き続き実施してまいります。本年度から、角田北部の整備に

着手いたします。また、農業の近代化や合理化を図るための機械利用組合、安定した農業

経営を目指した高収益型園芸農業の推進を図るとともに、農業の活性化と農道、溜池等生

産基盤の整備に努めてまいります。更に、農林水産物や加工品の販売促進を図るため、商

工関係者と連携した取り組みを行い、地場産業の育成を図ってまいります。 

商工業の推進につきましては、空洞化が進む中心市街地の活力の回復を図ってまいりま

したが、今年度も引き続きＴＭＯ構想の推進を支援してまいります。また、東八まちなか

交流センターを中心としたソフト事業に取り組むとともに、宇島駅前の街灯整備に対し補

助を実施するなど、商業環境の改善の支援をしてまいります。 

次に、都市基盤整備につきましては、住みたくなるまち、住みよいまちを目標に引き続

き進めてまいります。赤熊南土地区画整理事業につきましては、平成１８年度で工事関係

は概ね完了することになっており、保留地の分譲計画をしております。分譲に当たっては、

あらゆる方策を検討し、販売促進につなげてまいりたいと考えております。 

また、薬師寺地区の宅地分譲も４月より受付を開始いたします。市民の豊かな住環境の

確保・向上と、農山村地域の活性化等を支援してまいります。公営住宅につきましては、

建替整備計画に基づいて、本年度から上町団地第１期工事５４戸の建設に着手いたします。 

交通網の整備充実は、市民生活の安定、利便性の向上とともに、地域浮上にとっても不

可欠な条件であります。先に申し上げましたとおり、２月７日の国土開発幹線自動車道建

設会議で、念願でありました東九州自動車道、椎田南から宇佐間が道路公団民営化で発足

した西日本高速道路株式会社により、建設することが決定されました。東九州自動車道は、

豊前市にとってもっとも重要な基幹路線であり、１日も早い開通を要望してまいります。 

次に、街路事業であります。上町・沓川池線につきましては、新たに東側に延長してま

いります。また、市内幹線道路である八屋・求菩提線、四郎丸・野田線等の道路改良事業

の推進、京築広域基幹農道、林道の整備促進を図ってまいります。 

教育の充実について申し上げます。学校教育につきましては、今日、児童・生徒の学力

低下が指摘される中で、しっかりとした学力を身につけさせるために、研究の成果を各校

に広める研究指定校制度や、教育研究大会等に引き続き取り組んでまいります。 
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 また、様々な文化にふれ、子供たちの豊かな人間性と多様な個性を育むことを目的とし

た文化体験プログラムを、今年度も引き続き実施してまいります。 

次に、小規模校への加配教員の配置や、不登校適応指導教室を継続して実施し、小規模

校の活性化や児童・生徒の健全育成に積極的に取り組んでまいります。また、障害のある

児童・生徒の適切な就学を可能とするための施設整備、学校生活支援補助員の配置など受

け入れ体制の整備に努めます。 

社会教育につきましては、コミュニティ活動の拠点となる公民館整備につきまして、財

源確保で後れを取りましたが、今年度、山田公民館の改築予算を措置したところでありま

す。芸術文化面におきましては、文化団体など関係団体との連携のもと、地域の伝統文化

の普及・拡大に努め、市民のニーズを踏まえた文化活動を通して、地域の活性化を図って

まいります。また、地域伝統芸能保存事業、文化的景観保護推進事業並びに求菩堤山史跡

整備事業を進め、貴重な文化財の保護・保存活動に努めてまいります。 

 以上、市政運営に関する私の所信並びに主要政策の概要について申し上げましたが、今

後の行財政運営につきましては、幾多の困難を乗り越えて、私を先頭に職員一丸となり、

全力でこれに取り組んでまいります。議員並びに市民の皆様におかれましては、市政発展

により一層のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

それでは、議案の順序により、提案理由の説明を申し上げます。 

本議会に提案いたしました議案は、条例案件 9件、指定管理者の指定案件４件、市道路線

の認定案件１件、協議案件１件、予算案件１３件、報告案件１件の合計２９件であります。 

議案第１号は、豊前市道の駅豊前おこしかけ施設の設置及び管理に関する条例の一部を

改正する条例の制定についてであります。地方自治法の改正に伴い、管理委託制度を改め

指定管理者制度とするため、関係規定を整備するための案件であります。 

 議案第２号は、豊前市総合福祉センター設置及び管理運営に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてであります。市の類似する施設の使用料との整合性及び施設の利用

の円滑化を図るため、関係規定を整備するための案件であります。 

 議案第３号は、豊前市介護相談センター設置及び管理運営に関する条例の一部を改正す

る条例の制定についてであります。地方自治法の改正に伴い、管理委託制度を改め指定管

理者制度とするため、関係規定を整備するための案件であります。 

 議案第４号は、豊前市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例

の制定についてであります。障害者自立支援法の施行に伴い、関係規定を整備するための

案件であります。 

 議案第５号は、豊前市観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制

定についてであります。地方自治法の改正に伴い、管理委託制度を改め指定管理者制度と

するため、関係規定を整備するための案件であります。 

 議案第６号は、豊前市畑冷泉観光施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条



 7 

例の制定についてであります。地方自治法の改正に伴い、管理委託制度を改め指定管理者

制度とするため、関係規定を整備するための案件であります。 

 議案第７号は、豊前市安全で住みよいまちづくりに関する条例の制定についてでありま

す。市民が安心して生活することができる良好な地域社会を実現するため、条例を整備す

る案件であります。 

 議案第８号は、豊前市国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部条例の制定について

であります。武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に対する法律第３１条の規

定に基づき、不測の事態における組織について、所要の規定を整備するための案件であり

ます。 

 議案第９号は、豊前市国民保護協議会条例の制定についてであります。 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第４０条第８項の規定に基

づき、住民保護のための措置に関する意見徴収及び施策推進のための組織について、所要

の規定を整備するための案件であります。 

 議案第１０号は、指定管理者の指定についてであります。農林水産出荷貯蔵施設につい

て、指定管理者を指定するに当たり、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、市

議会の議決を求める案件であります。 

 議案第１１号は、指定管理者の指定についてであります。林産物処理加工施設・林産物

展示直売施設について、指定管理者を指定るに当たり、地方自治法第２４４条の２第６項

の規定により、市議会の議決を求める案件であります。 

 議案第１２号は、指定管理者の指定についてであります。総合交流促進施設について、

指定管理者を指定するに当たり、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、市議会

の議決を求める案件であります。 

 議案第１３号は、指定管理者の指定についてであります。豊前市老人福祉センターにつ

いて、指定管理者を指定するに当たり、地方自治法第２４４条の２第６項の規定により、

市議会の議決を求める案件であります。 

 議案第１４号は、豊前市道路線の認定についてであります。道路法第８条第１項の規定

に基づき豊前市豊前市道路線を認定するに当たり、同法第８条第２項の規定により、市議

会の議決を求める案件であります。 

 議案第１５号は、福岡県介護保険広域連合の処理する事務の変更及び福岡県介護保険広

域連合規約の変更についてであります。平成１８年４月１日施行の介護保険法の一部を改

正する法律において、新たに指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サ

ービス事業及び指定介護予防支援事業者に関する事務及び地域支援事業等に関する事務が

生じるために、これを福岡県介護保険広域連合の処理にする事務に加え、また、地域支援

事業に要する経費に係る関係市町村の負担割合を定めることに関し、福岡県介護保険広域

連合規約を変更するため、地方自治法第２９１条の１１の規定により、議会の議決を求め
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る案件であります。 

 議案第１６号は、平成１７年度豊前市一般会計補正予算第５号であります。 

今回の補正につきましては、本年度決算見込による補正及び職員の退職手当等について所

要の措置をいたしたところであります。このことによる補正額は５０９万７０００円の減

額補正で、補正後の予算総額は、１１１億８９９４万８０００円であります。 

歳出の目的別補正の概要について、ご説明を申し上げます。２款総務費に１億３１８３

万６０００円の補正であります。その主なものは、職員退職手当２１０５万７０００円、

退職手当基金積立金１億円、宅地造成事業１３６８万円、低工法による還付金１１００万

円の補正であります。 

 ３款民生費は、１億３６３２万６０００円の減額補正であります。その主なものは、介

護保険広域連合負担金５７２５万５０００円、私立保育所運営費４６００万円、生活保護

費４８００万円の減額によるものであります。 

 4 款衛生費は、８０７１万４０００円の補正であります。その主なものは、資源化処理

委託費３００万円を減額し、水道会計補助金として、８５０１万２０００円を補正するも

のであります。 

 ５款労働費は、２７８万円の補正であります。その主なものは、専修学校等技能習得資

金貸付金１０２万円を減額し、婦人の家のアスベスト除去工事３８０万円を補正するもの

であります。 

 ６款農林水産費は、４６７３万９０００円の減額補正であります。その主なものは、ほ

場整備及び広域農道整備事業を３１０７万４０００円、林業振興費を８０８万１０００円

減額するものであります。 

 ８款土木費は、８１０万７０００円の減額補正であります。その主なものは、県道整備

事業負担金を９８０万２０００円、急傾斜地崩壊防止及び砂防事業負担金８６７万５００

０円減額し、港湾局部改良事業負担金３２０万円、街路事業負担金６００万円、公園用地

費として４１７万円を補正するものであります。 

 ９款消防費は、消防施設費を１４７万円減額するものであります。その主なものは、消

防自動車購入費を１４７万円減額するものであります。 

 １０款教育費は、２９７７万１０００円の減額補正であります。その主なものは、小学

校費２８５万円、中学校費８０万８０００円、山田地区学習等供用施設整備事業費５５万

５０００円、文化財発掘調査事業費２４８５万８０００円を、それぞれ減額し、図書館費

３０万円、総合文化施設整備基金積立金１００万円を補正するものであります。 

 １２款公債費は、長期債償還元利金を４３０１万４０００円減額するものであります。 

この補正予算の財源は、歳出補正に伴う国庫支出金地方債等の特定財源のほか、一般財源

として、地方交付税等をそれぞれ歳入見込により計上し、財政調整基金を減額措置いたし

たところであります。 
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 議案第１７号は、平成１７年度豊前市水道事業会計補正予算第１号であります。 

水道会計予算第３条の収益的収入及び支出の予定額は、収益で８５０１万２０００円で、

一般会計からの補助金であります。 

 議案第１８号は、平成１８年度豊前市一般会計予算であります。その概要について、ご

説明申し上げます。 

 歳入につきましては、主要な自主財源であります市税は、固定資産税が３年に一度の評

価替えの影響により、大幅な減収は見込まれますが、市民税では、定率減税縮減等の税制

改革により増収が見込めることから、市税全体におきまして、前年度と比較して３６００

万円余の増を見込み計上いたしております。 

 しかしながら、三位一体改革の流れで、本年度当市への影響は、税源移譲される所得譲

与税につきましては、９２００万円ほど増額が見込まれますが、反面、国庫補助負担金の

廃止や、地方交付税並びに臨時財政対策債の減収を合わせますと、約２億１０００万円の

減収が見込めるなど、本市の財政は依然として厳しい状況におかれております。 

一方、歳出におきましては、加速する尐子・高齢化社会や循環型社会への対応、教育環

境の整備、人口増対策、中心市街地の整備、電子自治体の構築などの行政需要が引き続き

求められておりますが、厳しさを増す財政状況により、今年度から予算編成方針方法に、

一部枠配分方式を取り入れ、人件費の抑制をはじめ行政経費全般について更に徹底した見

直しを行い、財源の確保を図ったところであります。 

 投資的経費につきましては、赤熊南土地区画整理事業、八屋・求菩提線、四郎丸・野田

線道路改良事業、求菩提山史跡整備事業などの継続事業をはじめ、新規事業として、角田

放課後児童クラブ新築事業、商店街環境整備事業、上町団地建替事業、山田地区学習等教

養施設整備事業などを措置いたしたところであります。 

 このことによる一般会計予算の総額は、１０９億９０４０万円で、対前年比４０８０万

円、0．４％の減となっております。この歳入予算は、歳出予算措置に伴う国県支出金及

び市債などの特定財源のほか、一般財源として、市税、地方交付税などを予算措置いたし

たところであります。 

 以上、歳入・歳出予算の概要について、ご説明申し上げましたが、各細目別につきまし

て、それぞれ関係委員会において、ご審議をお願いいたします。 

 次に、特別会計について、ご説明を申し上げます。 

議案第１９号は、平成１８年度豊前市国民健康保険事業特別会計予算であります。 

予算額は３６億４２１６万３０００円で、対前年５億３２５２万１０００円、１７．１％

の増で、これは保険給付費の増によるものであります。 

 議案第２０号は、平成１８年度豊前市老人保健特別会計予算であります。 

予算額は、４５億５７１３万５０００円で、対前年９５０３万７００円、２．０％の減で

これは医療給付費の減によるものであります。 



 10 

 議案第２１号は、平成１８年度豊前市住宅新築資金等貸付事業特別会計予算であります。 

予算額は、２１９２万円で、対前年３２６万１０００円、１３．０％の減であります。 

これは長期償還元利金の減によるものであります。 

 議案第２２号は、平成１８年度豊前市農業集落排水施設事業特別会計予算であります。 

予算額は３４４６万７０００円で、対前年４０万９０００円、１．２％の減で、これは施

設管理費及び長期債償還元利金の減によるものであります。 

議案第２３号は、平成１８年度豊前市公共下水道事業特別会計予算であります。 

予算額は８億１２７０万３０００円で、対前年２７０１万３０００円、３．２％の減であ

ります。これは主に、施設管理費、長期債償還元利金の減によるものであります。 

議案第２４号は、平成１８年度豊前市公共用地先行取得事業特別会計予算であります。 

予算額は、１０００万円で前年度と同額であります。 

 議案第２５号は、平成１８年度豊前市営駐車場事業特別会計予算であります。 

予算額は８５０万円で前年度と同額であります。 

 議案第２６号は、平成１８年度豊前市バス事業特別会計予算であります。 

予算額は４３９８万４０００円で、対前年９２８万８０００円、２６．８％の増でバス購

入費による増であります。 

 議案第２７号は、平成１８年度豊前市水道事業会計予算についてであります。 

当年度の業務予定量は、給水件数６５７３件、年間総配水量２００万６０００㎥、１日平

均配水量５４９６万㎥の予定であります。第３条予算の収益的収入及び支出の予定額は、

収益４億５０３７万３０００円で、その主なものは、営業収益４億４５３３万９０００円、

営業外収益５０３万３０００円であります。支出の費用は５億３２８０万２０００円で、

その内訳は、営業費用４億９２７３万８０００円、営業外費用３９５６万２０００円、そ

の他費用５０万２０００円を予定しており、実質損失８２４２万９０００円となっており

ます。 

 次に、第４条予算の資本的収入及び支出の予定額は、収入１億２３２０万９０００円で、

その主なものは、企業債６１４０万円、出資金１５４０万円、国庫補助金１５４０万８０

００円、工事負担金３１００万円等を見込んでおります。 

 議案第２８号は、平成１８年度豊前市東部地区工業用水道事業会計予算であります。 

当年度の業務予定量は、給水事業件数１件、年間総給水量１２万４５０㎥、１日平均給水

量３３０㎥の予定であります。 

第３条予算の収益的収入及び支出の予定額は、収入１４０３万３０００円で、その主な

ものは、営業収益５６９万２０００円、営業外収益８３４万１０００円であります。 

支出の費用は１３９６万３０００円で、その内訳は、営業費用１１７０万９０００円、営

業外費用２１５万４０００円、予備費１０万円を予定しており、収支利益７万円となって

おります。 
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次に、第４条予算の資本的収入及び支出についてですが、今年度は、施設整備等を行う

予定はありませんので、収入支出ともに０円となっております。 

 報告第１号は、訴えの提起の専決処分の報告についてであります。 

地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、訴えの提起等について専決処分をしたので、

同条第２項の規定により、これを報告するものであります。 

以上、提出議案の概要について、ご説明を申し上げましたが、いずれの議案も市政運営

上、緊急かつ必要な案件でありますので、議員各位には、慎重にご審議の上、速やかにご

議決くださいますようお願い申し上げます。以上です。 

○議長 神﨑光昭君 

 市長の説明は終わりました。 

以上で本日の日程はすべて終わりました。 

3月１３日及び１４日の本会議において、一般事務についての質問を行います。 

なお、議案に対する質疑は 3月１４日のみといたします。一般質問及び議案に対する質疑

のある方は、本日午後５時までに発言通告書を提出されるようお願いいたします。 

なお、発言の順序は、通告書提出の順序といたします。 

それでは、本日はこれをもって散会いたします。 

散会 １１時３２分 


